




























































































































2017年 6 月 6 日）によれば，学部学生5,202名（2017



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































これら2015年度卒の障害学生の進路（2016年 5 月 1 日
まで）は，進学289名（前年，205名），就職者1,953名（前
年，1,470名）などとなっている．
こうして社会に出ていき，職業上の自立を求められ
る障害者たちが，やがて障害の有無にかかわりなく互
いに尊敬し合い，一緒に生活し，一緒に働く共生社会
の担い手となっていく（青野 2017）．
障害者差別解消法が求めているのは，簡単にできる
「配慮」では決してない．平等を実現するための組織
的な ｢合理的配慮」の法理念が，今後の大学教育にど
のように定着をしていくのか，また，学習環境整備の
中で共生社会の構築に資する学生たちを育てることが
できるのか，これから関心を持って見ていきたい．
各大学における障害学生数や支援状況の公表に関し
付言すれば，例えば，機構（2017c）は，「外国人留学
生受入数の多い大学」の名前を，上位31校について留
学生数とともに公表している．機構（2017a）は，個
別大学等の障害学生数や支援状況を公表しないことを
前提に実施されている調査という制約がある．した
がって，各大学等において自発的に，適切な形で在籍
障害学生の数だけでも公表すれば，共生社会を先取り
する大学等の指標とすることができる．
幸いにも筆者は，誰のために授業をしているのか．
障害学生を目の前にしてそれを考え直す機会を与えら
れた．そして，障害学生を含む全ての学生が，「卒業
後自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立を図
るために必要な能力」を身に付けることができるため
に，大学等が，公益性，公共性をもっと自覚すべきだ
と考えるようになった．
具体的に配慮しなければそうした力をつけることが
困難な学生が，どの大学等のキャンパスにも必ずいる
はずである．そのことに気づけば，とりわけて障害と
いうことではなく，例えば，コミュニケーションに不
安を抱える学生たちに相互に触れ合う場を創る試みも
生まれる（濱田 2015）．障害学生支援と限定すると，
配慮を求める学生がいないと始まらないことになり，
それは障害者差別解消法の理念に即したものではない．
本来の学生支援の目的は何なのか，学生が学ぶこと・
考えることを支援するのが教員と職員の共通の役割で
あるとすれば，それを遂行することで，大学等は学習
支援の集合体となる．教員と職員が共に学生のために
働いていることを知る学生たちは，間違いなく未来の
共生社会の優れた担い手となるであろうことを，筆者
は信じている．
障害学生支援を契機に大学教育が質向上に向けた転
換期を迎えていることを理解していただけたなら，本
特集で取り上げられた意味もあろう．
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